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防災・危機管理
に関する権限移
譲

○「関西広域防災・危機
管理機構(仮称）」があ
らゆる災害に対応できる
ようにするため、災害対
策基本法はじめ所要の法
令等を改正すること。

○非常時に権限の集中が
行えるよう、防災、災害
救助、伝染病予防等に関
する国および府県の権限
を必要に応じて「関西州
（産業再生）特区」に移
譲すること

○「関西州(産業再生)特区」において、
大規模災害を未然に防止し、発生する被
害を最小化するため総合的な政策の企画
立案を行う。

○「特区」のもとに、関西のすべての防
災・危機管理活動を統率する組織として
「関西広域防災・危機管理機構(仮
称）」を設置し、関係省庁ならびに府県
との権限関係をあらかじめ調整しておく
ことによって、危機に対する地域の準
備・対応能力を高めるとともに、災害発
生時に権限を集中することにより救助な
どの機動的な対応を行う。

　関西の活性化には産業再生が不可
欠であり、そのためには住民や企業
がこの地域で安心して活動できるよ
うあらゆる災害に対する安全が確保
されていることが重要である。
　しかし現状では、近い将来発生が
予想される南海、東南海地震や直下
型地震への対応、さらにはテロ、新
型伝染病などの危機管理も十分であ
るとは言いがたい。
　地震、大事故、テロ等により交
通、通信、エネルギーなどの社会イ
ンフラが広域的に影響を受ける恐れ
が強いが、これらの事態に一体的・
機動的に対応できる体制もない。
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広域的な防災・危
機管理体制の構
築

○関西において大規模災害を未然に防止し、発生す
る被害を最小化するため総合的な政策の企画立案
を行う。
○地震、テロ、新型伝染病など関西のすべての防
災・危機管理活動を統率する組織として「関西広域
防災・危機管理機構（仮称）」を設置し、関係省庁な
らびに府県との権限関係をあらかじめ調整しておくこ
とによって、危機に対する地域の準備・対応能力を
高めるとともに、災害発生時に権限を集中することに
より救助などの機動的対応を行う。
なお、本提案は「関西州（産業再生）特区構想」にお
ける12の具体的事業構想の一つである。
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